
論文 高強度せん断補強筋を用いた円形 RC 柱の曲げせん断挙動 
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要旨：鉄筋コンクリート円形断面部材における高強度せん断補強筋の効果を実験的に調べた。

円形断面部材は，せん断補強筋量の少ない場所打ち鉄筋コンクリート杭として使用されるこ

とも多いことから，せん断補強筋比 Pw を 0.1～0.3％とした。曲げせん断スパン比 M/QD は

1.5 とした。実験の結果，試験体の耐力は，曲げ終局計算耐力に達せず，いずれも最終的に

はせん断破壊の様相を示した。実験値とせん断耐力計算値との比較では，実験値は，荒川式，

A 法，B 法のいずれの計算値も上回った。計算値との比は，1.12～1.56 となり比較的良い一

致を示した。円形断面部材における高強度せん断補強筋の効果が実験的に明らかになった。 
キーワード：高強度鉄筋，せん断補強筋，円形柱，曲げせん断 

 
1. はじめに 
現行の鉄筋コンクリート部材においては，せ

ん断補強筋として SD390 までの使用が一般的

である。これ以上の高強度せん断補強筋は，実

際の使用にあたっては，実験に基づく検討が必

要とされている。矩形断面および既成杭を対象

とした中空円形断面においては実験的な検討が

多く行われている。一方，中実円形断面部材に

関してもいくつかの実験が行われているが1)～3)，

高強度補強筋を含めた，円形断面部材のせん断

耐力を直接評価する式はいまだ確立されてはい

ない。 

このため，鉄筋コンクリート円形断面部材の

せん断耐力を評価することを目的として，せん

断補強筋比 0.1～0.3％を対象として実験を行

った。実験は，これまでの実験結果も踏まえて

4)～6)，逆対称加力用試験体により曲げせん断性

能に及ぼす高強度せん断補強筋の影響を調べた。  

 

2. 実験概要 

2.1 試験体 

図-1 および表-1 に試験体を示す。本実験では，

断面φ=400mm で，試験区間長さが 1200mm の

上下スタブ付きの鉄筋コンクリート試験体を 4

体製作した。実験要因は，せん断補強筋比（Pw），

および軸力（N）とした。 
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表-1 試験体 

                 
試験体 径:D 長さ:L ｽﾊﾟﾝ比 配筋 軸力 Qmy Qmu Qsu**  Qsu Qsu

 (mm) (mm) L/2D 主筋 Pg(%) ｽﾊﾟｲﾗﾙ Pw(%)* (ｋN) (ｋN) (ｋN) (ｋN)  Qmy Qmu

No.1 400 1200 1.50 20-D16 3.17 5φ＠120 0.092 924 415 475 304  0.73 0.64

No.2 〃 〃 〃 〃 〃 5φ＠60 0.185 〃 〃 〃 337  0.81 0.71

No.3 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 0 287 400 265  0.92 0.66

No.4 〃 〃 〃 〃 〃 5φ＠40 0.277 924 415 475 363  0.87 0.76

*等価な矩形断面幅に対して **修正荒川式（等価な矩形断面に置換）      
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図-2 実験装置 

表-2 コンクリートの配合と材料特性 

        

種類 W/C ｾﾒﾝﾄ 水 ｽﾗﾝﾌﾟ 材令 圧縮強度 弾性係数

  (%) (kg/㎥) (kg/㎥) (mm) (週) (MPa) (GPa)
普通 59.5 303 180 180 8 25.5 26.1 

 
表-3 鋼材の機械的性質 

 

用途 直径 降伏強度 引張強度 弾性係数 伸び

 (mm) (MPa) (MPa) (GPa) (％)
主筋 D16 446 609 206 23.0

ｽﾊﾟｲﾗﾙ φ5 993* 1280 204 9.0
 *0.2％耐力     
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図-1 試験体 

シ ア ス パ ン 比

（M/QD）はせん断の影

響の大きい範囲として

1.5とした。せん断補強

筋は，5φの高強度スパ

イラル筋とした。せん

断 補 強 筋 比 Pw は ，

0.092% ， 0.185% ，

0.277%で、せん断補強

量Pw･σ yは，0.92， 

1.83，2.75MPaである。

軸力（N）は，0，7.5MPa

とした。主筋は20-D16（Pg=3.17％，

SD390，かぶり厚40mm）とした。 

試験体は，いずれも曲げ降伏に

先行してせん断破壊するように設

計した。曲げ耐力計算値はｅ関数

法7)により最外端の鉄筋が降伏歪

に達する時：Qmyおよび最大耐力

Qmuを求めた7)。Qmyに対するQmuの比は，

軸力のある場合1.15，軸力のない場合1.40で

ある。せん断耐力計算値は，円形断面を等

価な矩形に置き換え，軸力を考慮した修正

荒川式8)により求めた。矩形断面は面積が円

形断面に等しい正方形とし，曲げ主筋は4辺

に等分に配置されるものとした。 
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ここに， uk ：断面寸法による補正係数     

pk ：引張鉄筋比 tp (%)による補正係          

数 

     cF ：コンクリート強度 

     QdM ：シアスパン比 

     wp ：横補強筋比 

     wyσ ：補強筋降伏強度 

     oσ ：軸応力度 

     D89.09.0d ×= ， D89.0b = （D：

直径） 

     4
pp g

t =  

2.2 実験方法 

試験体の加力は，図-2 に示すような，逆対称

加力装置を用いた。Ｌ型フレームを介して試験

体にアクチュエータで水平力（③）と軸力（①，

②）とを加えた。載荷履歴は上下スタブ間の変

位制御とし，部材角 R=1/1000，1/400 を正負各

１回，R=1/200，1/100，1/50，1/25 を各２回繰

り返し，その後１方向で 1/20 まで変形させるこ

とを原則とした。 
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2.3  使用材料 

表-2 に使用したコンクリートの配

合，材料特性を示す。コンクリートの

圧縮強度は封緘養生供試体とした。実

験時材令の圧縮強度は 25.5MPa であっ

た。表-3 に使用した鋼材の機械的性質

を示す。主筋は SD390 相当で降伏強度

446MPa，スパイラル筋は 780MPa 相当

で 0.2％耐力は 993MPa である。 

 

3. 実験結果 

表-4 に実験結果一

覧を示す。限界変形は，

最大耐力到達後 80％
に耐力が低下したとき

の変形とした。試験体

No.1 の実験最大荷重

は，曲げ降伏計算値以

下で，No.2 はほぼ曲げ

降伏計算値に近かった。

No.3 は曲げ降伏荷重

計算値を上回り終局曲

げ計算値以下であった。

No.4 は，ほぼ終局曲げ

計算値と同じであった。 
円形断面部材は，軸方向筋が円周上に配置さ

れているため，最外端の鉄筋降伏後，終局曲げ

に至るまで大きな耐力上昇がある。従って，矩

形断面に比べより大きな変形を示す。試験体

No.1 の最大荷重時の変形角 R(rad)は，曲げ降伏

に至らなかったため 1/200 であった。曲げ降伏

に近い No.2 は 1/100，曲げ降伏に達した No.3

および No4 は 1/50 であった。最終的にはいずれ

の試験体もせん断破壊の様子を示した。なお，

高強度スパイラルせん断補強筋は，No.2 試験体

のみ最終状態で破断した。 

3.1 ひび割れ状況 

試験体は，曲げひび割れ発生後せん断ひび割

れが発生した。図-3 に最終ひび割れ状況を示す。

軸力のある No.1，No2，No.4 試験体のせん断

ひび割れ角度は，軸力の無い No.3 試験体より

大きく，最終的に No.1 および No.2 試験体は，

上下スタブ間を結ぶひび割れの拡大によって破

壊した。 
軸力の無い No.3 試験体は，上下のせん断ひ

び割れが繋がることは無かった。 

3.2 荷重－変位および歪関係 

図-4 に各試験体の荷重－変形曲線を示す。

No.1(Pw＝0.092％)の最大耐力は変形角 1/200
で達したが，曲げ主筋，せん断補強筋とも降伏

歪には至らなかった。せん断補強筋は 1/200 の

繰り返し２回目に降伏に達し，急激に耐力低下

をきたした。 
No.2(Pw＝ 0.185％ )の最大耐力は変形角

1/100 で達した。曲げ主筋は降伏歪には至らな

表-4 実験結果 

      
試験体 Pw･σy 軸力 最大荷重 変形(rad) 

 (MPa) (MPa) Qe(kN) 最大:Qe 限界:0.8Qe
No.1 0.92 7.5 344 0.005 0.010 
No.2 1.83 7.5 409 0.010 0.036 
No.3 1.83 0 350 0.020 0.035 
No.4 2.75 7.5 464 0.020 0.040 

 

 
No.1      No.2       No.3      No.4 

図-3 ひび割れ状況 
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かったが，せん断補強筋は降伏歪に達した。変

形角 1/00 での繰り返しは安定した挙動を示し

た。荷重制御の関係で変形角 1/50 繰り返しは正

確にならなかったが，せん断補強筋比の増大に

より変形の増大による耐力低下は小さくなった。 
No.3(Pw＝0.185％，軸力無し)の最大耐力は

変形角 1/50 で達した。せん断補強筋は変形角

1/200，曲げ主筋は変形角 1/100 で降伏歪に達

した。部材中心位置での曲げ主筋も降伏歪に達

した。変形角 1/50 での繰り返しは安定した挙動

を示したが，変形角 1/25 への過程で急激に耐力

低下した。 
No.4(Pw＝0.277％)の最大耐力は変形角 1/50

で達した。せん断補強筋は変形角 1/100，曲げ

主筋は変形角 1/50 へ至る過程で降伏歪に達し

た。変形角 1/50 での繰り返しは安定した挙動を

示し，変形角 1/25 ではやや耐力低下をきたした

が安定した挙動を示した。 

せん断補強筋比の増大とともに耐力，変形と

もに大きく向上した。いずれもせん断補強筋が

降伏歪に達したことによって終局に至り，高強

度せん断補強筋は部材の曲げせん断挙動に有効

に作用したと考えられる。 
 
4.  計算値との比較 

 図-5 および表-5 に実験値と計算値の比較を示

す。わが国では，一般に適用できる円形断面部

材のせん断耐力計算式が無いことから，円形断

面を等価な正方形断面に置き換えて，既往のせ

ん断耐力計算式，荒川式 8），A 法 9,10），B 法 9,10）

に当てはめた。 

円形断面では，最外端の鉄筋が降伏する曲げ

降伏荷重（Qmy）から，降伏ヒンジを形成する

曲げ終局強度（Qmu）に至るまでかなりの耐力

上昇がある。実験最大耐力は，試験体 No.1 お

よび No.2 は曲げ降伏計算値以下，No.3 および
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図-4 荷重－変形曲線 
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No.4 は曲げ終局強度計算値以下で，最終的には

せん断破壊の様相を示した。計算式の適用にあ

たっては，降伏ヒンジを計画しない場合とした。 
実験値は，せん断耐力計算値の荒川式，A 法，

B 法のいずれの値も上回った。計算値と実験値

との比では，荒川式は，1.13～1.32 平均 1.24
となり比較的良い一致を示した。同様にＡ法で

は，1.12～1.56 平均 1.32 で，軸力のある試験

体で実験値が高い傾向を示した。B 法では，1.12
～1.24 平均 1.17 とばらつきも少なく最も良い

適合性を示した。 
軸力の影響を考慮しない A 法は，実験値に対

してややばらつきを示したが，荒川式および B
法は比較的良い適合性を示した。 

せん断補強筋強度のせん断耐力への影響を既

往の実験結果 4,6）との比較で図-6 に示した。計

算式は，普通強度で比較的適合性の良い荒川式

を用いた。対象とした試験体は，逆対称繰り返

し加力試験体で，その主要データを表-6 に示す。

図中 H は高強度せん断補強筋を，N は普通強度

せん断補強筋を示し，あとの数字はせん断スパ

ン比を示す。 
高強度せん断補強筋試験体は 5 体で，実験値

表-5 計算値比 

          Qsa:A 法 Qsb:B 法

試験体 実験値 計算値(kN) 同比 

  Qe(kN) Qmy Qmu Qsu Qsa Qsb Qe/Qmy Qe/Qmu Qe/Qsu Qe/Qsa Qe/Qsb
No.1 344 415 475 304 220 278 0.83 0.72 1.13 1.56 1.24 
No.2 409 415 475 337 313 347 0.99 0.86 1.21 1.31 1.18 
No.3 350 287 400 265 313 306 1.22 0.87 1.32 1.12 1.14 
No.4 464 415 475 363 354 416 1.12 0.98 1.28 1.31 1.12 
平均         1.24 1.32 1.17 

 

1.00

1.20

1.40

1.60

0.50 1.00 1.50 2.00 2.50 3.00

Pw・σｙ(MPa)

Qe/Qsu

Qe/Qsa

Qe/Qsb

 
図-5 計算値比 
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図-6 既往データとの比較 

表-6 実験主要データ 

    

項目 単位 高強度 普通強度

断面直径 (mm) 400 300 
M/QD  1.5 1.5～2.0
軸力 (MPa) 0～7.5 0～15 
全主筋比 (%) 3.17 3.38 
せん断補強筋比 (%) 0.09～0.28 0～0.33
せん断補強量 (MPa)0.92～2.75 0～1.48
ｺﾝｸﾘｰﾄ強度 (MPa) 25.5 26.1～29.5
主筋降伏点 (MPa) 446 415 
補強筋降伏点 (MPa)993～1390 492 
計算値比   1.22 1.25 
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の計算値に対する比の平均は 1.22，普通強度試

験体は 14 体で同平均 1.25 である。いずれにも

比較的良い適合性を示した。 
 
5.  まとめ 

 本研究の結果を要約すると，およそ以下のよ

うにまとめられる。 
1) 高強度せん断補強筋を用いた円形断面部材

は，せん断補強筋比の増大に伴い，耐力変

形能ともに向上した。いずれの試験体もせ

ん断補強筋の降伏により終局に達し，高強

度せん断補強筋の効果が見られた。 

2) 終局強度が曲げ降伏に達しなかったNo.1お

よび No.2 試験体では，最終的に上下のスタ

ブを斜めに結ぶせん断ひび割れの拡大によ

り破壊した。曲げ降伏強度を超えた No.3 お

よび No.4 試験体では，上下スタブを直接結

ぶ破壊にはならなかった。 
3) 最大荷重時の変形は，曲げ降伏に至らなか

った No.1(Pw＝0.092％)で変形角 1/200，ほ
ぼ曲げ降伏に達した No.2(Pw＝0.185％)で
変形角 1/100 であった。 

4) 降伏耐力に達し，終局曲げ耐力に至る間に

最大耐力に達した No.3(Pw＝0.185％，軸力

無し)および No.4(Pw＝0.277％)試験体の最

大荷重時の変形は，1/50 であった。特に，

No.4試験体では安定した変形挙動を示した。 
5) 高強度せん断補強筋を有する円形断面部材

でかつせん断補強筋比の低い範囲における

せん断耐力計算値との比較では，実験値は

荒川式，A法，B法のいずれの値も上回った。 

6) 計算値と実験値との比は，荒川式は 1.13～
1.32平均1.24となり比較的良い一致を示し

た。Ａ法では，1.12～1.56 平均 1.32 で，軸

力のある試験体で実験値が高い傾向を示し

た。B 法では，1.12～1.24 平均 1.17 とばら

つきも少なく最も良い適合性を示した。 
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